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平
成
二
十
三
年
三
月
十
一
日
十
四
時
四
十
六
分
、
三
陸
沖
を
震
源
と
す
る
マ
グ
ニ

チ
ュ
ー
ド
９
・
０
の
巨
大
地
震
「
平
成
二
十
三
年
（
二
〇
一
一
年
）
東
北
地
方
太
平
洋
沖

地
震
」
が
発
生
し
ま
し
た
。
仙
台
市
で
は
最
大
震
度
６
強
を
記
録
す
る
な
ど
、
東
日
本

に
か
け
て
の
広
い
範
囲
で
強
い
揺
れ
を
観
測
し
ま
し
た
。
こ
の
地
震
に
伴
っ
て
「
東
日

本
大
震
災
」
が
発
生
し
、
東
日
本
の
太
平
洋
岸
一
帯
の
広
い
範
囲
に
わ
た
り
大
き
な
被

害
を
も
た
ら
し
ま
し
た
。

地
震
に
と
も
な
い
発
生
し
た
大
津
波
の
言
語
に
絶
す
る
映
像
は
、
メ
デ
ィ
ア
を
通
じ

て
全
世
界
に
流
さ
れ
、
人
々
に
大
き
な
衝
撃
を
与
え
ま
し
た
。
ま
た
、
原
発
事
故
の
重

大
さ
は
、
か
つ
て
人
類
の
経
験
し
た
こ
と
の
な
い
も
の
で
、
各
国
の
原
子
力
政
策
に
大

き
な
影
響
を
与
え
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。
当
然
な
が
ら
、
こ
の
衝
撃
は
、
工
学
研
究
科

の
学
生
、
教
職
員
に
も
広
く
、
深
く
浸
透
し
、
こ
れ
か
ら
の
工
学
教
育
、
研
究
に
大
き

な
影
響
を
与
え
る
は
ず
で
す
。

な
ぜ
、
こ
の
大
震
災
に
対
し
て
、
我
々
は
か
く
も
無
防
備
で
あ
っ
た
の
か
、
あ
る
い
は
、

無
力
で
あ
っ
た
の
か
、
津
波
被
害
、
原
発
事
故
な
ど
に
お
い
て
「
想
定
外
」
と
い
わ
れ

る
事
態
に
、
対
処
の
し
よ
う
は
な
か
っ
た
の
か
、
な
ど
な
ど
、
様
々
な
課
題
が
残
り
ま

し
た
。
我
々
、
工
学
、
技
術
に
携
わ
る
も
の
は
、
い
ま
こ
そ
、
こ
の
よ
う
な
災
害
に
対

し
て
、
人
々
を
守
り
、
損
害
を
最
小
限
に
と
ど
め
る
た
め
の
技
術
の
開
発
に
努
力
し
、

新
た
な
工
学
の
創
造
に
向
か
う
べ
き
で
す
。
東
北
大
学
で
は
、
総
長
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ

プ
の
下
、「
災
害
科
学
国
際
研
究
所
」
の
設
立
が
計
画
さ
れ
、
工
学
研
究
科
を
始
め
、
全

学
規
模
の
参
加
を
得
て
、
発
足
の
予
定
で
す
。
こ
の
新
研
究
所
で
は
、
災
害
に
立
ち
向

か
う
人
類
の
英
知
を
結
集
し
、
災
害
科
学
研
究
の
国
際
拠
点
を
形
成
す
る
予
定
で
す
。

こ
の
よ
う
に
、
東
北
大
学
お
よ
び
工
学
研
究
科
で
は
、
こ
の
未
曾
有
の
大
震
災
を
教

訓
と
し
、
今
後
の
大
震
災
に
立
ち
向
か
う
挑
戦
が
開
始
さ
れ
て
い
ま
す
。
以
下
、
こ
れ

が
従
来
の
工
学
技
術
の
開
発
と
は
異
な
る
、
文
字
通
り
新
た
な
挑
戦
で
あ
る
こ
と
を
特

徴
付
け
る
ひ
と
つ
の
観
点
に
つ
い
て
述
べ
た
い
と
思
い
ま
す
。

今
回
の
事
故
に
よ
り
、
福
島
第
一
原
発
の
四
個
の
原
子
炉
の
廃
炉
が
決
ま
り
ま
し
た
。

報
道
に
よ
る
と
、
こ
の
廃
炉
に
要
す
る
時
間
は
、
数
十
年
あ
る
い
は
百
年
と
い
う
こ
と

で
す
。
仮
に
百
年
と
し
ま
す
と
、
作
業
の
開
始
か
ら
終
了
ま
で
一
貫
し
て
、
こ
の
作
業

に
従
事
で
き
る
技
術
者
は
い
な
い
と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。
技
術
者
の
技
術
者
と
し

て
の
寿
命
を
仮
に
三
十
年
と
し
ま
す
と
、
お
よ
そ
三
～
四
世
代
の
技
術
者
を
こ
の
廃
炉

作
業
に
投
入
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
ひ
と
つ
の
工
学
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
、
こ
れ
ほ
ど

長
い
時
間
を
か
け
る
例
を
私
は
知
り
ま
せ
ん
。
お
そ
ら
く
、
こ
れ
ほ
ど
長
い
時
間
範
囲

に
わ
た
る
作
業
を
適
切
に
管
理
し
、
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
工
学
は
、
新
研
究
所
が

挑
戦
す
べ
き
課
題
の
ひ
と
つ
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

同
様
の
問
題
は
、
も
っ
と
大
き
な
時
間
範
囲
を
対
象
と
す
る
事
例
の
な
か
に
も
あ
り

ま
す
。
今
回
の
大
震
災
は
、
偶
然
い
ま
起
こ
っ
た
訳
で
は
な
く
、
千
年
に
一
度
周
期
的

に
起
こ
っ
て
い
る
大
地
震
と
大
津
波
の
ひ
と
つ
で
あ
る
と
い
う
見
方
が
有
力
で
す
。
と

す
れ
ば
、
こ
れ
か
ら
我
々
が
研
究
し
、
創
造
す
る
工
学
技
術
は
、
千
年
の
時
間
範
囲
を

対
象
と
し
、
そ
の
な
か
で
安
定
に
機
能
す
る
工
学
技
術
で
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
千

年
後
の
子
孫
に
、
今
回
の
大
震
災
の
情
報
を
い
か
に
伝
え
る
か
、
今
回
の
大
震
災
の
経

験
に
基
づ
き
見
出
さ
れ
た
有
効
な
対
策
を
い
か
に
伝
え
る
か
は
、
や
は
り
、
今
後
研
究

す
べ
き
重
要
な
工
学
技
術
の
問
題
と
な
り
ま
す
。

今
回
の
大
震
災
は
、
様
々
な
問
題
を
我
々
、
工
学
者
、
技
術
者
に
投
げ
か
け
ま
し
た
が
、

私
は
、
そ
の
ひ
と
つ
に
、
工
学
技
術
が
対
象
と
す
る
時
間
範
囲
の
、
こ
れ
ま
で
に
な
い

大
き
な
拡
張
の
必
要
性
を
取
り
上
げ
た
い
と
思
い
ま
す
。
ド
ッ
グ
イ
ヤ
ー
と
呼
ば
れ
る

先
端
技
術
の
目
ま
ぐ
る
し
い
開
発
競
争
も
、
我
々
、
工
学
者
、
技
術
者
が
視
野
に
入
れ

る
べ
き
重
要
な
側
面
で
は
あ
り
ま
す
が
、
千
年
、
百
年
単
位
の
長
い
時
間
範
囲
も
、
こ

れ
か
ら
の
工
学
技
術
が
対
象
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
重
要
な
側
面
だ
と
思
い
ま
す
。

こ
の
時
間
範
囲
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
に
始
ま
っ
た
産
業
革
命
の
歴
史
を
超
え
る
よ
う
な
長

い
時
間
範
囲
で
す
。
そ
の
中
で
最
適
解
を
模
索
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

こ
れ
か
ら
、
大
震
災
か
ら
の
復
興
が
始
ま
り
ま
す
。
国
家
千
年
の
計
と
ま
で
は
申
し

ま
せ
ん
が
、
せ
め
て
、
百
年
、
二
百
年
の
計
ぐ
ら
い
ま
で
は
視
野
に
入
れ
、
東
北
の
被

災
三
県
を
豊
か
な
工
業
地
帯
に
す
べ
く
、
努
力
す
る
所
存
で
ご
ざ
い
ま
す
。
産
官
学
、

関
係
各
位
の
ご
指
導
、
ご
鞭
撻
の
ほ
ど
、
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

大
学
院
工
学
研
究
科
長

工
学
部
長

東
北
大
学
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が主成分の基質（アクティブとイナート）と、石炭の乾留
中に発生した気孔によって、三次元的なマトリックスを形
成している。粘結炭と呼ばれる良質で高価な石炭で製造し
たコークスは、いったん石炭粒子が溶融してその後固化す
るため、基質の連結性が保たれ、強度が高い。一方、劣質
な微粘結炭や非粘結炭などを用いると、粒子は溶融性に乏
しいか、溶融しないため、粒子同士の接着が不十分となり、
低強度なコークスあるいは粘結しない粉状のコークスとな
る。このため一般的には粘結炭をベースとして、非・微粘
結炭を20 ～ 30%配合して、強度を維持しつつ、コストの
削減を図っている。衝撃を繰り返すことによって破壊の程
度を数値化するドラム指数は、あくまでも操業上の品質管
理指数であり、コークス強度向上のための情報は少ない。
そこで著者らは、コークスを気孔と基質からなる複雑な多
孔性材料と捉え、数値解析的に強度発現機構に関する検討
を行ってきた。ナノインデンテーション法によるコークス
基質の微視的強度測定と均質化法による応力解析により、
粘結炭から製造されたコークスの強度は、基質強度には支
配されず、あくまでも基質のマトリックス構造によって支
配されることがわかった。一方、粘結しない石炭を配合し
た場合には、石炭粒子の形を維持したままコークス化する
ため、粒子と溶融成分との接着が強度を支配する重要な要
素となる。著者らは、コークス破断面のレーザー顕微鏡測
定データより気孔、接着部位および非接着粒界を自動判別
し、定量化した。図３に示すレーザー顕微鏡画像データを、
１）輝度値の小さい部位（暗い部分）を気孔として判別、２） 
残りの部分について粗さを分析し、粗い部分を非接着粒界、
滑らかな部分を接着部位として判別した。この判別結果は
目視による判別結果と同等である。また、画像面積に占め
る欠陥総量（非接着粒界面積＋気孔面積）は、強度を表す
スケールパラメータと良好な相関を示すことがわかった。
本手法により非接着粒界を少なくするためのコークス製造
法やバインダー添加の検討および未利用炭素資源活用法の
開発を行っていく予定である。

２－２．ロータリーベルカップ噴霧塗装現象の解明

自動車ボディの塗装工程においては、自動化が進み省力
化と高速化が進められているが、さらなる塗料の塗着効率
の向上が望まれている。これは作業環境の改善、コストの
削減（塗料費用、排水処理費用）および塗膜品質向上につ
ながるためである。本工程では、高粘性の塗料の噴霧に適

したロータリーベルカップ塗装機が用いられているが、最
近はエアタービン駆動による回転数数万rpmでの使用が一
般的となっている。これは高速回転によるカップ表面液膜
の均一化と大容量微粒化を行おうとするためであり、塗装
工程の時間短縮や塗膜均一性の向上に寄与する。しかし、
塗着効率は噴霧される塗料液滴の粒径に左右されるため、
塗装工程の高度化を実現するためには、噴霧粒径の均一化
が重要となる。既往の研究における噴霧液滴径の相関式は、
ロータリーベルカップ回転数が数千rpm程度までしか適用
できない。
著者らは、弘前大学・稲村隆夫教授および八戸工業大学・
大黒正敏教授のグループと共同でベルカップ表面に形成さ
れる塗膜流動解析を実施している。図４に研究実施概要を
示す。

解析の一例として、図５にVOF法による液流量200ml/
min、ベルカップ回転数10,000 ～ 30,000rpm時のベルエッ
ジでの液膜厚さの経時変化の予測結果を示す。液供給開始
後、液体がベルエッジに到達し、その後振動しながら一定
の膜厚に達することがわかる。また、回転数の増加により、
膜厚が減少することがわかる。一方、ベルエッジで微粒化
された液滴は、ベルの外周に設置された同心円スリットか
ら噴出するシェーピングエアにより方向を制御され、塗着

図３　コークス破断面における非接着粒界の自動定量化

１） 2）

非接着粒界 接着部位

気孔

図４　ロータリーベルカップ噴霧塗装に関する共同研究の概要

図５　�ロータリーベルカップ表面に形成される液膜厚さの予測結果
　　　(10,000 ～ 30,000rpm)
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面に向かって飛行する。
この際、様々な要因で一部の塗料液滴が塗着面に付着せ
ず、塗着効率を低下させることになる。著者らは乱流モデ
ルによる気流計算とラグランジェ法による飛跡計算によ
り、塗着を阻害する要因を詳細に検討した。図６に空気流
量600NL/min.における噴霧液滴の分散結果を示す。初期
液滴径分布には実測値を用いている。図中の左側に示すと
おり、塗着面に付着するものを水色、気流に同伴して塗着
しないものを黄色、中心軸付近で循環し塗着しないものを
桃色、シェーピングエアに従わず、ベルカップ半径方向に
飛散するものを緑色で表している。図中の右側が、結果の
体積割合を粒径ごとに表している。初期粒径がバイモーダ
ル分布であるものの、付着しない液滴の割合をみると、い
ずれの粒径においても塗着面に沿って流れる気流に同伴す
る液滴割合が多いことがわかった。微粒化時の粒径の制御
とともに、気流の制御も重要であることがわかる。
本共同研究により、噴霧液滴径分布を支配する液供給孔、
孔数、カップ直径、塗料粘度・密度、表面張力およびカッ
プ外周の溝形状の影響を明確化し、塗着効率の向上を実験
と解析の両面から検討する予定である。

２－３．カーボンブラック凝集体の形態予測

タイヤのコンパウンドにはゴムとカーボンブラック
（Carbon Black, CB、工業的に製造したすす）が主に用い
られており、タイヤ重量の25%はCBが占める。このCBは
すすのナノ粒子（一次粒子）が複雑な形態で凝集した構造
を有し、その形態がコンパウンドの性質に影響を及ぼす。
例えば図７に二種類のCBの性状を示すが、球状のCBをゴ
ムに混ぜると、CBとゴム分子との相互作用が弱いため柔
らかいコンパウンドになる一方、構造の発達した鎖状の
CBの場合には硬いコンパウンドとなる。タイヤの部位に
よって最適なゴムやCBを用いたタイヤとすることで、走
行と環境の性能をより高めることができる可能性がある。
CBは工業炉中の高温・高速な燃焼ガス中で重油を噴霧
することで大量生産されている。しかし炉内で進行する現
象を理解することは、各種の測定が困難であることなどか
ら、ほとんど行われていない。著者らは、各種有機物の混

合物である重油の熱分解を対象にするのではなく、CB原
料として単純な構造であるベンゼンを出発物質として、
CBの生成過程を解明すべく、実験室レベルでの実験なら
びに数値解析を行っている。実験においては、窒素中にベ
ンゼンを一定濃度で混合し、磁性管中で熱分解を行い、温
度や滞在時間およびベンゼン濃度の凝集体を構成する一次
粒子の粒径や凝集体の形状を数値化することで、生成過程
を検討してきた。一方、数値解析においては、ベンゼン分
子からCB一次粒子核の生成・成長をディスクリート・セ
クショナルモデル（DSM）で表し、生成した一次粒子の
凝集過程についてはクラスター・クラスター・アグリゲー
ション（CCA）モデルを新規に開発し、実験結果を分析す
ることにより開発を進めてきた。両モデルの特徴を簡単に
記すと、DSMにおいては、化学種および粒子濃度の変化
を予測可能であるが、原理的に凝集体形状を考慮すること
ができない。このため、体積相当径をもつ球状粒子として
CB一次粒子を考慮する。CCA過程においては、凝集体の
形成過程を予測することが可能であり、三次元的な凝集体
形状を再現することができる。しかし、粒子の生成・成長
過程を考慮することができない欠点を有する。このため、
DSMとCCAモデルの組み合わせにより、両モデルの欠点
を補うことのできるモデルを構築し、実験における現象を
予測した。解析の一例として、実験において反応器出口で
捕集したCBのTEM写真と、DSM-CCA解析で得られた凝
集体形状の比較を図８に、その際のCB一次粒子の粒径分
布の比較を図９に示す。図８を見ると、実験結果のほうが
一次粒子径が大きく、凝集体形状については、解析結果の
ほうがより発達していることがわかる。また図９に示す通
り、CB凝集体を形成する一次粒子の粒径は、解析結果に
比べて実験結果が全体に大粒径となっている。図８中の
TEM写真を見ると、一次粒子同士が合体し、一部が融合
した粒子が多数存在することが確認できる。これは、高温

図６　�ロータリーベルカップ塗装機から噴霧された液滴の飛跡と塗着
効率を支配する因子

図８　実験と解析で得られたカーボンブラック凝集体状の比較

図７　タイヤに求められる性質とカーボンブラック凝集体の形状
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持すると脆化するなど、それぞれに致命的な欠点があり実
用化まで至らなかった。我々は、Cu-Al-Mn ３元系状態図
を研究する過程で、図５ ⒜ に示す様にCu-Al へのMnの添
加により形状記憶効果を示すβ相（規則bcc相）の存在範
囲が低Al側まで大きく拡大することを見出した。そこで、
10at%程度のMnを含有する３元合金を調査したところ、図
５⒝ に示す様にこの組成域でもマルテンサイト変態が生
じること、図６に示す様に20at%以下のAl濃度において室
温での加工性が劇的に改善されることを確認した。図６か
ら、加工性は17％ Al以下で60％の冷間圧延率を越えるが、
16％以下では母相の結晶構造が不規則化するために形状記
憶特性が著しく低下する。従って、高加工性形状記憶合金
としては、Cu-17Al-10Mn付近の濃度が最適であると結論
した5）。
以上の様な経緯により、新しい銅系形状記憶合金が開発

されたが、当初その超弾性特性は十分とは言えなかった。
図７は、上部にポンチ絵で模式的に示す様な結晶粒組織を

有する線材の応力 - 歪線図である。ここで、dおよびDは、
それぞれ平均結晶粒径および試料の線径である。Cu系形状
記憶合金は、著しく大きな弾性定数や変態歪の結晶方位異
方性があるため、超弾性特性は結晶粒サイズ大きく影響を
受ける。すなわち、図７に示す様に相対的に大きな結晶粒
径を有する（d/D：大きい）竹状組織試料では、単結晶に
類似した非常に優れた超弾性を示す一方、d/Dが小さい微
細結晶粒の場合には結晶粒が互いに互いの変態を阻害する
ため、見掛け上の降伏応力が高くなり形状回復歪が大きく
低下する6）。この様にCu-Al-Mn合金の場合には、結晶粒組
織を制御することが極めて重要であることが理解できる。

表１に、本合金と他の主な形状記憶合金の特性比較を示
す。Cu-Al-Mn合金は、NiTi合金と同等の超弾性特性を示
すと同時に、２倍以上の高い冷間加工性を示すため、複雑
形状部材へ応用できる可能性がある。実際、この特性を利
用して開発したのが図８に示す巻き爪矯正クリップであ
る7）。足親指の爪が湾曲し両側の肉に食い込む疾患は、巻
き爪・陥入爪と呼ばれ、ハイヒール靴を履く女性を中心に
多くの患者が存在すると言われている。本疾患は、放置す
ると患部の化膿が進行し爪を剥ぎ取るなどの外科的施術に
まで至る場合が少なくない。そこで、湾曲した爪自体を平
坦にする爪の矯正が重要であるが、従来有効な手法があま
り無かった。我々は、開発した新型銅系超弾性合金を利用
して、巻き爪の矯正を目的とした着脱が容易なクリップを
設計し、医師の協力のもとに臨床試験を行った。その結果、

図５　⒜ 800℃におけるCu-Al-Mn系等温状態図と ⒝ Cu-Al-10Mn
系縦断面状態図

表１　Cu-Al-Mn合金とNiTiおよび他の銅系形状記憶合金との性能比較。

図６　Cu-Al-Mn合金の冷間加工性および破断伸びに関するAl濃度依
存性

図７　異なる比粒径（d/D）を有するCu-Al-Mn線材試料の応力-歪線図。
d/D>1の試料において、優れた超弾性特性が得られる。
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約３週間の装着で目に見える矯正効果が得られることを確
認した。現在、素材メーカへの技術移転が終了し本年３月
から医療機関を対象に販売が行われている。今後は、本材
料の医療分野への用途拡大も検討している。

３- ２．機能性構造材料としての鉄系形状記憶合金8）

鉄系におけるマルテンサイトは、母相fcc-γからbcc（bct）
-αやhcp-εといったマルテンサイト相への変態が一般的
である。しかし、最近、図９ ⒜ に示すFe-Mn-Al ３元系状
態図を決定していく中で、Mn濃度の比較的高い組成域に
おいて通常とは逆のαからγへのマルテンサイト変態を見
出した。状態図の熱力学解析の結果、この現象は図
９ ⒝ に模式的に示す様に、Feの高温域に存在するbcc-δ/
fcc-γ変態が多量のMnとAlの添加により室温付近まで降り
てきたために生じることが判明した9）。ただし、Fe-Mn-Al
３元系では、不規則bcc相からの変態であるため非熱弾性
型となり、超弾性は出現しない。そこで、Fe-Mn-Alに適

量のNiを添加して、不規則bcc相内に規則bcc構造の
NiAl-B2相を微細析出させることで変態を熱弾性型へ変化
させることに成功した。図10は、Fe-Mn-Al-Ni合金の熱磁
化曲線と超弾性特性を示す。本合金系でも、銅系で行った
と同様の結晶粒組織制御を利用することで優れた超弾性を
得ることができた8）。
本超弾性合金の最大の特徴は、応力誘起変態の臨界応力

（見掛け上の降伏応力）が温度にあまり依存しない点にあ
る。図11は、主要な超弾性合金における変態応力の温度依
存性を示している。実用合金であるNiTiをはじめ他の超弾
性合金と比較するとFe-Mn-Al-Ni合金は直線の傾きが非常
に小さく、超弾性特性の温度変化が非常に小さい。このこ
とは、低温から高温まで広い温度領域にわたってあまり特
性の変わらない安定した超弾性が得られることを意味して
おり、温度変化の大きな環境で利用したい場合には好都合
である。温度変化の大きな環境としては自動車や宇宙関連
が挙げられるが、本合金は低廉な元素からなるため、制震
部材など大型の“機能性構造材料”としての利用も大いに
可能性がある。

図９　⒜ 1200℃におけるFe-Mn-Al系計算状態図と ⒝ Fe-Mn-X系縦
断面状態図の模式図。Fe-Mn-Al系bcc/fccマルテンサイト変態は、δ
Fe/γFe変態に対応する。

図11　Fe-Mn-Al-Ni合金および他の主要な超弾性合金の超弾性臨界応
力（見掛け上の降伏応力）の温度依存性。NiTi等の実用超弾性合金と比
して桁違いに温度依存性が小さく、幅広い温度での使用が期待できる。

図10　⒜ Fe-Mn-Al-Ni合金の熱磁化曲線（H =500 Oe）と⒝ 応力-
歪線図。Fe-Mn-Al-Ni合金は、強磁性母相から弱磁性M相へ変態し、
ほぼ完全な超弾性を示す。

図８　Cu-Al-Mn合金を利用した巻き爪矯正クリップとその矯正効果
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然科学分野を取り扱う氷河融解・流出・土砂・水質を取り
扱うモデルの概要について説明します。

４－１　氷河融解モデル

氷河融解モデルでは、気温・湿度・短波放射・長波放射・
風向・風速などの気象要素を入力して氷河の融解量を求め
ます。融解現象は雪氷表面と大気とのエネルギー交換（放
射収支、顕熱・潜熱交換、雪氷体の熱伝導）に支配されて
いるので、このプロセスをモデル化します。この中でもキー
となるのがアルベド（日射量の反射率）の与え方です。通
常、新雪が堆積した雪氷面ほどアルベドは高く日射を反射
（アルベドは0.7前後）、時間の経過とともに積雪の粒子が
丸みを帯びて粒径が大きくなり、さらには融解した水が日
射を吸収するので雪氷面が日射を吸収するようになります
（同0.4 ～ 0.7）。氷河の上流側では降雪が堆積、下流へ流動
する途中で融解が起こるので、基本的に氷河のアルベドは
上流から下流に向かって低下します。しかし、下流側の現
象は複雑で、降雪の堆積と融解を繰り返すので、氷河の表
面が新雪に覆われた場合も短期間で融けてしまうことが多
く、アルベドは時間的に大きな変動を繰り返します。
このようなモデルをコンドリリ、トゥニ、ワイナポトシ
西の三氷河に適用する予定ですが、氷河の地形情報は人工
衛星ALOS（だいち）のセンサーを使って抽出しています。
衛星に搭載されたセンサーを使って２方向から対象物を撮
影して（いわゆるステレオグラム）氷河の地形を再現して
います。しかし、宇宙から撮影したデータは地上で測量デー
タとの突き合わせが必要なので、３次元レーザースキャ
ナー測量を用いて氷河の末端を計測して、衛星画像による
立体視データを校正・検証しています（図４）。

４－２　流出モデル

流出モデルは、氷河融解モデルのアウトプット（融解量）
と降雨をインプットとして、氷河以外の地表面の水・熱交
換（蒸発散、浸透、貯留）、流域内の水移動を計算し、最
終的には集水地点のトゥニ貯水池の流入量を予測します。
氷河の融解と同様に、蒸発散も大気と地表面のエネルギー
交換に支配されています。日本のような気候帯は地表面が
十分に湿潤なのでエネルギー交換から算定された蒸発散が

そのまま実蒸発散量となりますが、対象流域は半乾燥地帯
なので地表面に十分な水分があるとは限りません。特に現
地の気圧は600hPa前後とうこともあり、地表面の水分は
即座に蒸発してしまいます。そこでプロジェクトでは流域
内に気象観測装置を設置し、さらには蒸発散と土壌水分の
集中観測を行い、従来の蒸発散モデルの改良と検証を進め
ています。
テスト流域のもうひとつ特徴的な水循環特性は、氷河の
直下から連続的に氷河湖や湿地が並び、水を貯留する機能
を果たしていることです（図５）。氷河湖とは小氷期に氷
河が拡大していた際の痕跡の１つで、氷河が前進した際に
地形から削られた砕屑物（モレーン）がダムの堤体の役割
を果たし、モレーンの内側に水域が形成された湖を意味し
ます。現地の気候は雨季（夏）と乾季（冬）に分類され、

図４　衛星画像と地上測量により再現された氷河地形

図５　氷河湖，気象観測
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展開を考えると必須の課題である。これまで用いられてき
たDijkstra法、ラベル修正法などの基本的な最短経路探査
のアルゴリズムを改良する試みが始められている。

⑶ 択行動のモデル化

交通シミュレーション結果を最も左右するのが、選択行
動モデルである。これらは旅行時間、旅行費用などを主な
要因として、利用者の選択行動を決定しようとするが、最
近では時間帯によって変化する通行料金、旅行時間情報の
提供などが導入され、経路だけではなく、出発時刻選択や
交通機関選択までがシミュレーションに組み込まれつつあ
り、複雑になってきている。
一方、プローブ車両情報やETC情報など最新のセンシン
グ技術も発達してきており、これまでなかなか取得できな
かった個々の車、人の動きが時間的･空間的に連続して観
測できるようになってきたことも事実で、このような最新
のセンシング技術によって明らかになる利用者の行動が、
選択行動モデルの発展に寄与する可能性が高い。
人間の行動は複雑で、個人差も大きい上、同じ個人であっ
ても時と場合によって選択結果は変化する。このような個
人差やおかれた環境を考慮した選択行動モデルは、永遠の
課題かもしれないが、高度センシング技術を活用しながら
一層の発展を期待したい。

⑷ パラメータの同定

モデルの適用に際しては、まず現状再現性を確保できる
ようにモデルに内生する多数のパラメータを同定すること
が必要となる。現在のところ、この作業はモデルを熟知し
ている専門家が、何回もモデルをRUNさせながら、現状
の交通状態がうまく再現できるまで、経験的にパラメータ
値を調整している。交通シミュレーションを適用する際に、
最も時間と労力が必要な作業である。さらに問題なのは、
調整を行う人間によって、同定されたパラメータ値が異な
り、そのためシミュレーションの結果に違いが出てしまう
ことである。同じモデル、同じデータを使っても、このよ
うなことは起こってしまうことが多い。
パラメータ同定は、基本的には専門家の経験と交通工学
的な知見を使って行う作業であるので、これを自動化する
ことは可能である。すなわち、専門家が持つ経験的な知見
や交通工学の理論的な知見を知識ベースとしたアルゴリズ
ムが構築できるのではないかと考える。このような自動化
によりシステマティックなパラメータ同定が行われるよう
になれば、同定結果に個人差が入り込むこともなくなる。
まだまだ未完成の段階ではあるが、このような取り組みも
始めている（文献６）。

⑸ ODデータの取得

モデルへの入力データで、最も取得が困難な上、結果に
大きな影響を与えるのが、OD交通量データである。車や
人の動きの起終点を観測することは容易ではなく、従来型

の車両感知器データなどからは、直接計測することが不可
能な量である。OD交通量の計測についても、選択行動モ
デルと同じように、プローブデータやETCデータなどのセ
ンシング情報がきわめて有効である。これらの高度センシ
ングデータは、個別車両の経路を観測できるというリッチ
な情報を持つ反面、全数サンプルが難しいこと、移動主体
の属性がわからないことなどの問題点も有しているため、
従来の車両感知器による定点観測データ、既往のアンケー
ト調査などと、融合させる必要がある。

⑹ 交通安全への適用

これまで交通シミュレーションは、渋滞が政策によって
どのように変化するのかなど、ほとんどが効率性の評価に
用いられてきた。しかし、安全性も政策評価の重要な位置
を常に占めるため、交通シミュレーションを安全性の評価
に活用しようとする試みが、いくつか出始めている。これ
らの試みは、交通事故を直接シミュレーションで再現しよ
うとするものではなく、再現された交通状態から間接的に
安全性を評価するものである。例えば、分合流部の交通シ
ミュレーション結果から、車両の速度分布や密度などを求
め、それらと事故との関係を別途解析して、安全評価を行
うものである。交通事故はきわめて希少な事象であるので、
シミュレーションの中で事故を発生させることは難しいで
あろうし、交通状態と事故との関係もきれいに求められな
い場合が少なくない。しかし、我々の交通社会における最
大の問題は交通事故であり、そこへの交通シミュレーショ
ンの貢献は、今後の大きな挑戦の場であろう。

⑺ 交通データベース

最後にデータについて付け加えたい。交通シミュレー
ションは、フロ－モデルにも選択行動モデルにも多様な
データを必要とすることが多い。ネットワークデータ、車
両感知器データ、プローブデータはもちろんのこと、気象
データ、土地利用データ、事故データ、人口データなど、
さまざまである。これらのデータを融合して使おうとする
と常に問題が生じる。まず、使いたいデータの所在がわか
らない。データ利用の許可を取るのに多くの手間と時間が
かかる。うまく許可が得られたとしても、そのデータの質
的な性質がよくわからない、位置座標系が異なっている、
フォーマットやコードがわからない、など数多くの問題が
発生することが普通である。交通シミュレーションに限ら
ず、交通の解析には異なるデータを組み合わせて使うこと
が多く、将来のことを考えるとそれらを効率的に集めた
データベースの構築が必要である。さらに、CO2排出量な
どのグローバルな環境問題を考えると、このようなデータ
ベース化はわが国だけでなく、国際的な活動として実施す
べきである。2008年度から日本自動車研究所などと一緒
に、NEDOプロジェクトの一環として、ヨーロッパとアメ
リカの専門家とともに国際的な交通関連のデータベース構
築に取り組んでいる。






















